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 空間的応用一般均衡(SCGE)モデルは，地域間交通整備の便益計測において非常に有効なモデルである．本

研究は，Barro 型 CES 関数による SCGE モデルの再構築により，統一性，適応性，汎用性を有するモデルに

修正，拡張し，SCGE モデルの一般性を向上させたものである．その結果，交通行動においても代替性を考

慮可能となり，それより交通整備によって効率的投入が可能となった交通サービス，交通時間を人々がどの

ように消費するか，そしてそれが企業の生産費用や家計の効用水準にどのような影響を与えるのかを適切に

捉えることができる．さらに，本稿では簡単な数値計算を行い構築した SCGE モデルの挙動確認を行う． 
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１． はじめに 
 
 地域間交通整備は，地域間の交流，交易を通じて

地域経済に多大な効果をもたらす．しかし，近年厳

しい財政事情からこうした大規模な交通プロジェク

トが縮減される傾向にある．これは政府支出の削減

には有効であるが，整備により得られたはずの便益

を失うことの影響も大きい．そのため，今後ますま

す費用便益分析の厳格な実施と，それに基づく合理

的な公共投資判断が必要になると考えられる．その

際，空間的応用一般均衡(Spatial Computable General 
Equilibrium : SCGE)モデルが有効となる． 

SCGE モデルは，地域ごとに構成された一般均衡

モデルを地域間交流，交易によって結びつけたもの

であり，地域間交通整備による便益計測が可能であ

る(詳細は上田(2009)1)を参照のこと)．これまでにも

多くの SCGE モデルが研究，開発されてきたが，そ

れらの多くは Nested CES(Constant Elasticity of 
Substitution)モデルにレオンチェフモデル，すなわち

完全非代替モデルが組み合わされた構造となってい

た．特に，交通行動において非代替モデルが用いら

れているケースが多い．例えば，貨物行動モデルで

はアイスバーグ型，また旅客行動モデルでは一般化

価格により定式化されているものが多く，前者は中

間財とその輸送サービス，後者は旅客運輸サービス

とその時間投入との間の代替が考慮されていない．

しかし，現実にはそうした行動も代替的である場合

が多く，したがって旧来の SCGE モデルでは現実的

な交通行動を前提としない形で交通整備の便益計測

を行っていたことになる． 
本研究は以上の問題意識の下，SCGE モデルを

Nested CES 型のみで再構築することを提案する．こ

れは，全体の統一性が確保されるという点と，交通

行動における代替性が考慮できる点に意味がある．

特に後者は，交通整備によって効率的投入が可能と

なった交通サービスあるいは交通時間を人々がどの

ように投入し，消費するのか，その結果企業の生産

費用構造や家計効用水準にどういった影響を与える

のかを詳細に捉えられることが大きな意義である．

なお，SCGE モデルを Nested CES モデルで再構築す

ることは，従来の CES 関数において代替弾力性σ を

ゼロ( 0σ = )とすればレオンチェフ関数が誘導でき

るという性質を利用すれば容易に行えると思われる．

しかし，従来の CES 関数では 0σ = としても，当該

SCGE モデルで用いられているレオンチェフ関数を

厳密には誘導できないのである．詳細は後述するが，

要するに従来の SCGE モデルは用いられている CES
モデルとレオンチェフモデルが独立的で，全体とし

ては統一性がなかった．それを，本研究は Barro and 
Martin(2003)2)に基づく CES 関数(Barro 型 CES 関数)
を用いることで解決する．すなわち，Barro 型 CES
関数であれば 0σ = とした際，従来の SCGE モデルの
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レオンチェフ関数が厳密に誘導でき，それにより

SCGE モデル全体の統一性(Unification)が確保される． 
この Barro 型 CES 関数は，交易モデルや旅客交通

の目的地選択モデル，交通機関分担モデルなど交通

行動におけるあらゆる場面に適応可能である．無論，

完全非代替ケースも対応可能であり，この点で高い

適応性(Flexibility)を有することになる．さらにその

結果，交通機関分担別の交通整備や交通料金政策な

ど幅広い政策評価が可能となり，汎用性(Adoptability)
も高いモデルとなる．本研究は，以上の SCGE モデ

ルの修正，拡張を通じて SCGE モデルの一般性を向

上させることが最終的な目的である． 
 

２． 既存研究の整理と本モデルの特徴 
 
(1) 既存研究の整理と問題点 

SCGEモデルは，現在海外でも研究が進んでいる．

欧州を対象とした CGEurope3),4)，オランダの RAEM
モデル 5)，ノルウェーの PINGO モデル 6),7)，それら

以外にもスウェーデン 8)やオーストリア 9)，英国 10)

で SCGE モデルが交通整備評価などに適用されてい

る．また，わが国では，宮城ら 11),12)，安藤ら 13)，溝

上ら 14)，小池ら 15),16)の研究がある． 
以上の既存 SCGE モデルについて，交通行動モデ

ルに着目し特徴をまとめる．既存 SCGE モデルは，

ほとんどが貨物交通すなわち交易モデルのみを対象

としているが，それを Iceberg 型で定式化したものが

CGEurope3),4)，宮城ら 11)，小池ら 15),16)である．Iceberg
型は，財の輸送のために当該財を一定割合追加投入

するというモデルである．これは，交通需要側の輸

送費用負担は考慮できているが，その支払いの受け

手が当該財を生産する企業である点で現実とは異な

る．実際は運輸部門がその輸送を請け負うからであ

る．確かに自家輸送もあるが，少なくともわが国の

産業連関表は自家輸送部門が独立しており，その付

加価値を推計する方法も提案されている 17)．そのた

め，運輸部門は独立させて扱うことが望ましい．こ

れに対し，運輸部門を独立的に取り扱ったものが

RAEM5)，PINGO6),7)，宮城 12)，安藤ら 13)，溝上ら 14)

のモデルである．これらは，輸送費用が運輸部門に

支払われる点で改善が見られるが，輸送のための運

輸サービスが輸送される財に対し一定比率必要とな

るという想定は変わっていない．これが，１．で指

摘した交通サービス投入が非代替的に扱われている

という意味である．その結果，既存の SCGE モデル

では，交通整備によって所要時間が短縮された場合

に，企業が輸送時間の抑制のため中間財投入を減ら

して交通投入を増加させる，すなわち中間財投入を

交通で代替させるといった行動が考慮できない． 
一方，旅客交通の方は，SCGE モデルで明示的に

扱われているものは小池ら 18)などに限定される．そ

こでは，旅客交通モデルで広く利用される一般化価

格の概念に基づいて定式化されている．すなわち，

旅客交通消費において，一定比率の時間投入を要す

ると想定し，時間に対する支払いも考慮したもので

ある．しかし，ここでも交通時間は一定比率で投入

が必要とされ，非代替的に扱われている．その結果，

例えば高速道路料金が値下げされた場合，本来は交

通投入時間を抑制するために高速道路利用を増大さ

せる，すなわち旅客交通サービス価格の値下げに対

しその消費をさせると思われるが，そうした交通行

動が考慮できなかったのである． 
 
(2) 本モデルの特徴 
 前項では，既存 SCGE モデルにおいて，交通行動

モデルが非代替的な取り扱いとなっていることによ

る問題点を指摘した．これに対し，本研究は Barro
型 CES 関数を用いることにより交通行動における代

替関係が考慮できるよう SCGE モデルの修正，拡張

を試みる．なお，Barro 型 CES 関数はその代替弾力

性をゼロとすれば既存 SCGE モデルの非代替交通モ

デルも表現できるということが重要な点である．そ

の結果，本研究で再構築される SCGE モデルは，全

体の統一性(Unification)が確保され，またBarro型CES
関数によって様々な代替関係が表現できるため，こ

れをあらゆる場面のモデル化に用いることができる．

すなわち，高い適応性(Flexibility)を有し，さらに幅

広い公共事業，公共政策の評価に使えるという意味

で汎用性(Adoptability)のある一般性が確保されたモ

デルとなるのである． 
 
３． Barro 型 CES 関数とその特徴 
 
 本節では，Barro 型 CES 関数の概要と特徴を示す． 
 
(1) Barro 型 CES 関数 

 Barro 型 CES 関数は以下のようなものである 2)． 

( ) { } ( ) ( ){ }
11 1

1 2 1 2, 1 1f x x x x

σ
σσ σ
σσγ α β α β
−− −⎡ ⎤

= + − −⎢ ⎥
⎣ ⎦

 (1) 

ただし， 1 2,x x ：財 1, 2 の投入量， 1 2,p p ：財 1,2 の価

格， , ,γ α β：パラメータ（ 0 1α≤ ≤ ，0 1β≤ ≤ ），σ ：

代替弾力性パラメータ． 
このBarro型CES関数でも通常のCES関数と同様，

代替弾力性σ の値に応じて完全代替，コブ・ダグラ

ス(C-D)関数などが誘導できる．そして特に標準的な
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CGE モデルで用いられるレオンチェフ関数が導出可

能であることを以下で示す．なお，ここでは
1σρ

σ
−

=

とおく． 

 
(2) 他の関数形の誘導 
a) , 1σ ρ= ∞ = のとき：完全代替 

まずσ = ∞すなわち 1ρ = のとき， 1ρ = を直接 f に

代入すれば以下を得る． 

 ( ) ( )( )1 2 1 2, 1 1f x x x xγ αβ α β= ⋅ + − − ⋅⎡ ⎤⎣ ⎦  (2) 

これは完全代替を表す． 

b) 1, 0σ ρ= = のとき：コブ・ダグラス型関数 
 1σ = すなわち 0ρ = のときは極限となる．これは，

西村(1990)19)と同様に展開できる．まず，式(1)の両辺

の対数をとる． 

 
{ } ( ) ( ){ }1 2ln 1 1

ln ln
x x

f

ρρα β α β
γ

ρ

⎡ ⎤+ − −
⎣ ⎦= +  (3) 

0ρ = のとき右辺は不定形となるため，ロピタルの定

理を適用し右辺の分母・分子を ρ で微分する． 

{ } { } ( ) ( ){ } ( ){ }
{ } ( ) ( ){ }

1 1 2 2

1 2

ln ln

ln 1 1 ln 1

1 1

f

x x x x

x x

ρρ

ρρ

γ

α β β α β β

α β α β

= +

+ − − −

+ − −

 (4) 

これに， 0ρ = を代入すると以下のコブ・ダグラス型

関数が導出できる． 

 ( ) { } ( ){ }
( )

1
1 2 1 2

1 1
1 2

, 1

1

f x x x x

x x

αα

αα α α

γ β β

γβ β

−

− −

= −

= − ⋅
 (5) 

これは， ( )11 ααγ γβ β −′ = − とすれば 

 ( ) 1
1 2 1 2,f x x x xα αγ −′=  (6) 

となり，通常の C-D 関数と同型となる．すなわち，

通常の C-D 関数はパラメータ γ ′の中にパラメータ

,α β が含まれていると解釈できるのである． 

c) 0,σ ρ= = −∞ のとき：レオンチェフ関数 

 最後に 0σ = のときであるが，これはミクロ経済学

の教科書などでは不等式を用いた証明がなされる．

ここではまず CES 関数による最適化問題を解き，そ

こから得られる需要関数に 0σ = を代入することと

する．そこで式(1)の Barro 型 CES 関数による費用（支

出）最小化問題を構築し，それを解いて需要関数を

導出する．その結果を表-1 に示した．表-1 にはキャ

リブレーション手法によるパラメータ推定式も示し

ている．そして，表-1 の需要関数に 0σ = を代入する

と以下が得られる． 

 1
1x f
γβ

= ⋅ ，
( )2

1
1

x f
γ β

= ⋅
−

 (7) 

式(7)の需要関数は価格変数を含んでおらず，これよ

り 0σ = のとき，需要は価格に対して完全非代替とな

ることがわかる．そしてこれは関数 ( )1 2,f x x が以下

のレオンチェフ型となることを意味している． 

 ( ) ( )1 2 1 2, min , 1f x x x xγ β β= ⋅ −⎡ ⎤⎣ ⎦  (8) 

d) 他の完全非代替モデルの導出 
 続いて，式(8)のレオンチェフモデルから従来の

(S)CGE モデルで用いられていた中間財投入におけ

る完全非代替モデルと，中間財投入における完全非

代替的貨物運輸投入モデルが導出できることを示す．

これより Barro 型 CES 関数を基にすればあらゆるモ

デルの導出が可能となり，本モデルが高い適応性を

有することを示すことになる． 
 まず，以下のようにパラメータを置き直す． 

 1
1a
γβ

= ，
( )2

1
1

a
γ β

=
−

 (9) 

こうすれば 1 2,a a を投入係数とした旧来の CGE モデ

ルの多くで適用されている中間財投入における完全

非代替的なレオンチェフ関数が得られる． 

 ( ) 1 2
1 2

1 2

, min ,
x x

f x x
a a
⎡ ⎤

= ⎢ ⎥
⎣ ⎦

 (10) 

 次に，RAEM5)，安藤ら 13)で用いられている中間財

投入における完全非代替的な貨物運輸投入モデルを

導出する．まず，従来の完全非代替的な貨物運輸投

入モデルとは， 

 ( )1 1 1Tp p d xξ+  (11) 

のように表される．ただし， Tp は貨物運輸サービス

価格，d は時間距離， 1ξ はパラメータである．式(11)
は 1x という中間財を投入するため 1 1dxξ の貨物運輸

サービスを投入すると想定したものといえる．この

貨物運輸投入モデルは，表-1 のレオンチェフ関数欄

の最適化問題において
1

d
d

μβ
μ

=
+

とおくことで誘導

できる．ただし， μ はパラメータ， d は時間距離で

ある．そこで，表-1 の第 2 財を貨物運輸サービス T
とおきレオンチェフ生産関数を想定した費用最小化

問題を考える． 

 
1

1 1,
min

T
T Tx x

c p x p x= +  (12a) 

 1
1s.t. min ,

1 1 T
df x x

d d
μγ
μ μ

⎡ ⎤
= ⋅ ⎢ ⎥+ +⎣ ⎦

 (12b) 
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表-1 代替弾力性ごと（CES 型関数，コブ・ダグラス型関数，レオンチェフ型関数）の最適化問題 
 Barro 型 CES 関数（代替弾力性σ） コブ・ダグラス型関数（σ=1） レオンチェフ型関数（σ=0） CES 型関数（式(16)） 

最適化 
問題 

1 2
1 1 2 2,

min
x x

c p x p x= +  

{ } ( ) ( ){ }
11 1

1 2s.t. 1 1f x x

σ
σσ σ
σσγ α β α β
−− −⎡ ⎤

= + − −⎢ ⎥
⎣ ⎦

 

1 2
1 1 2 2,

min
x x

c p x p x= +  

{ } ( ){ }1
1 2s.t. 1f x x

ααγ β β
−

= −  

1 2
1 1 2 2,

min
x x

c p x p x= +  

( )1 2

s.t.
min , 1f x xγ β β= ⋅ −⎡ ⎤⎣ ⎦

 

1 2
1 1 2 2,

min
x x

c p x p x= +  

( )
1 1 1

1 2s.t. 1f x x

σ
σ σ σ
σ ση ϕ ϕ
− − −⎡ ⎤

= + −⎢ ⎥
⎣ ⎦

 

需要 
関数 

1
1 11

1

1x f
p

σ σ
σ

σ

α
γ β

−
−

⎛ ⎞
= Ψ ⋅⎜ ⎟⋅ ⎝ ⎠

， 

( )
1

2 11
2

1 1
1

x f
p

σ σ
σ

σ

α
γ β

−
−

⎛ ⎞−
= Ψ ⋅⎜ ⎟

− ⎝ ⎠
 

ただし， ( )
1 1

1 2
1 1

1
p p

σ σ
σσα α

β β

− −
⎛ ⎞ ⎛ ⎞

Ψ = + −⎜ ⎟ ⎜ ⎟−⎝ ⎠ ⎝ ⎠
 

( ) ( )

1

2
1 1

1

1
11

p
x f

p

α

αα

α
αγβ β

−

−

⎧ ⎫⎪ ⎪= ⎨ ⎬−− ⎪ ⎪⎩ ⎭

( )
( ) 1

2 1
2

11
1

p
x f

p

α

αα

α
αγβ β −

−⎧ ⎫⎪ ⎪= ⎨ ⎬
⎪ ⎪− ⎩ ⎭

 

1
1x f
γβ

=  

( )2
1

1
x f

γ β
=

−
 

1
1 3

1

1x f
p

σ σ
σϕ

η
−

⎛ ⎞
= Ψ ⋅⎜ ⎟

⎝ ⎠
， 

1
2 3

2

1 1x f
p

σ σ
σϕ

η
−

⎛ ⎞−
= Ψ ⋅⎜ ⎟

⎝ ⎠
 

ただし， 

( )1 1
3 1 21p pσσ σ σϕ ϕ− −Ψ = + −  

費用・ 
支出関数 

1
1

1
1c fσ

γ
−= Ψ  

( )1
1

1
1 2

1
1

1
1

a a

c

p p f

αα

α α

γβ β

α α
α α

−

−
−

=
−

⎧ ⎫−⎪ ⎪⎛ ⎞ ⎛ ⎞+⎨ ⎬⎜ ⎟ ⎜ ⎟−⎝ ⎠ ⎝ ⎠⎪ ⎪⎩ ⎭

( )1 2
1 1

1
c p p f

γβ γ β
⎡ ⎤

= +⎢ ⎥
−⎢ ⎥⎣ ⎦

1
1

3
1c fσ

η
−= Ψ  

パラメー

タ 
推定式 

i) 費用シェア： 

( )

1
1

1 1
1 1 1

1 21
1

i i
i

p
p x

p xp p

σ
σ

σ σ
σσ

α
β

θ

α α
β β

−

− −

⎛ ⎞
⎡ ⎤⎜ ⎟

⎝ ⎠ ⎢ ⎥= =⎢ ⎥⎛ ⎞ ⎛ ⎞ ⎢ ⎥+ − ⎣ ⎦⎜ ⎟ ⎜ ⎟−⎝ ⎠ ⎝ ⎠

∑
 

ii) 制約式： { } ( ) ( ){ }
11 1

1 21 1f x x

σ
σσ σ
σσγ α β α β
−− −⎡ ⎤

= + − −⎢ ⎥
⎣ ⎦

iii) 財価格条件(基準時点の財価格 1fp = )： 
1

1
1

1 1 fpσ

γ
− ⎡ ⎤Ψ = =⎣ ⎦  

i), iii)より以下が導かれ，そして ii)より β が得られる． 
1

1
1

1

1 1
1 1

1 2
1 2 1

p

p p

σ
σ

σ

σ σ
σ σ

σ σ

θ
β

α

θ θ
β β

−

− −

⎛ ⎞
⎜ ⎟
⎝ ⎠=

⎛ ⎞ ⎛ ⎞
+⎜ ⎟ ⎜ ⎟−⎝ ⎠ ⎝ ⎠

，

1
1

1
σγ −= Ψ  

i) 費用シェア： 

 1 1
1

i i
i

p x
p x

θ α
⎡ ⎤
⎢ ⎥= =⎢ ⎥
⎢ ⎥⎣ ⎦
∑

 

ii) 生産関数： 
 { } ( ){ }1

1 21f x x
ααγ β β

−
= −  

i), ii)から以下が導ける． 
 1α θ= ， 

{ } ( ){ }1
1 21

f

x x
αα

γ
β β

−=
−

 

1x の需要関数より， 

1

1 f
x

γ
β

=  

これを 2x に代入して， 

2

1 2

x
x x

β =
+

 

i) 費用シェア： 

( )

1
1

1 1 1
1 2 1

p
p p

σ σ

σσ σ σ

ϕ
θ

ϕ ϕ

−

− −
=

+ −
 

ii) 生産関数： 

( )
1 1 1

1 21f x x

σ
σ σ σ
σ ση ϕ ϕ
− − −⎡ ⎤

= + −⎢ ⎥
⎣ ⎦

 

i),ii)から以下が導かれる． 

 

1 1

1 1
1 1 1 1

1 1 2 2

p

p p

σ
σ σ

σ σ
σ σ σ σ

θ
ϕ

θ θ

−

− −=
+

， 

 

( )
1 1 1

1 21

f

x x

σ
σ σ σ
σ σ

η

ϕ ϕ
− − −

=
⎡ ⎤

+ −⎢ ⎥
⎣ ⎦
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これを解くと需要関数は以下となる． 

 1
1 1 dx f

d
μ

γ μ
+

= ⋅ ，
1

T
dx fμ

γ
+

=  (13) 

なお， Tx は 1x 式より以下となる． 

 1Tx dxμ=  (14) 

以上より，費用関数 cは以下となる． 

 ( )1 2 1c p p d xμ= +  (15) 

ただし， 1
1 1x fμ
γ μ

+
= ⋅ ．これは式(11)と同型である． 

 以上より，式(1)の Barro 型 CES 関数を用いれば既

存 SCGE モデルで用いられていたレオンチェフ関数

による非代替モデルが誘導できることがわかる．ま

た，表-1 には b) C-D 関数，c)レオンチェフ関数につ

いても，最適化問題と得られる需要関数，パラメー

タ推定式をまとめて示した． 

 

(3) Barro 型 CES 関数と通常の CES 関数 
 次に，Barro 型 CES 関数と通常の CES 関数の関係

を明らかとしておく．これは，パラメータを置き換

えることで変形できる．すなわち， 

( )( )

1

1 1

1 1

σ
σ

σ σ
σ σ

α βϕ
α β α β

−

− −
=

+ − −
， 

( )( )
1 1 1

1 1

σ
σ σ σ
σ ση γ α β α β
− − −⎡ ⎤

= + − −⎢ ⎥
⎣ ⎦

とすると， 

 ( )
1 1 1

1 21y x x

σ
σ σ σ
σ ση ϕ ϕ
− − −⎡ ⎤

= + −⎢ ⎥
⎣ ⎦

 (16) 

となり，通常のミクロ経済学の教科書に示されてい

る CES 関数となる．これより，通常の CES 関数も

コブ・ダグラス型関数と同様，パラメータ ,η ϕに実

はパラメータ , ,α β γ が含まれていると考えられる

のである．そして，さらにこのことが通常の CES 関

数では，式(8)のレオンチェフ型関数が誘導できない

理由であると考えられる．なお，表-1 には参考まで

に式(16)に基づく最適化問題と，得られる需要関数，

費用（支出）関数も示した． 
 
４． Barro 型 CES 関数による簡易 SCGE モデル 
 
 続いて，３．で示した Barro 型 CES 関数を用いて

SCGE モデルを構築する．ここではまず，2 地域 2
部門（合成財企業，運輸企業）からなる簡易な SCGE
モデルを示す．その全体構成は図-1 のとおりである．

企業，家計とも自地域だけではなく，他地域からも 

財、労働、資本の
地域間取引

財、労働、資本の
地域内取引

※図では、中間投入（企業が需要する財・
ｻｰﾋﾞｽ）については表現していない。

企業
家 計

需要 供給

家 計

供給

需要

需要

供給

需要
労働・資本市場

需要

需要
財・ｻｰﾋﾞｽ市場

財・ｻｰﾋﾞｽ市場

労働・資本市場

供給

供給

供給

地域A（道路整備対象地域）

地域B

供給

企 業

財、労働、資本の
地域間取引

財、労働、資本の
地域内取引

※図では、中間投入（企業が需要する財・
ｻｰﾋﾞｽ）については表現していない。

企業
家 計家 計

需要 供給

家 計家 計

供給

需要

需要

供給

需要
労働・資本市場

需要

需要
財・ｻｰﾋﾞｽ市場

財・ｻｰﾋﾞｽ市場

労働・資本市場

供給

供給

供給

地域A（道路整備対象地域）

地域B

供給

企 業

 
図-1 簡易 SCGE モデルの全体構成 

 
交易を通じて財の投入，消費が可能である．ただし，

それには運輸サービスが必要となる．そして，この

運輸サービス投入に対しても Barro 型 CES 関数を適

用したということが本研究の特徴である． 
 また，本 SCGE モデルでは，家計の他地域への通

勤，他地域への資本供給も考慮している． 
 企業の行動モデルの概要とその具体的な定式化を

図-2，表-2 にそれぞれ示した．なお，図-2(b)は運輸

企業を別で示したものである．企業行動モデルでは，

運輸サービス投入モデルに効率パラメータを導入し

た．この結果，交通整備により所要時間が変化した

際，運輸サービス投入が効率化されるとしてその影

響を分析することが可能となる． 
 次に，家計の行動モデルの概要とその具体的な定

式化を図-3，表-3 にそれぞれ示した．家計行動モデ

ルは，表-1 のベースモデルで示した最小化問題と整

合させるため，効用水準を維持するという条件下で

の支出最小化問題として定式化を行っている． 

生産量

[1]

合成中間財 s
Mz

s
My

合成生産要素 s
Mcf

[4]

労働 s
Ml 資本 s

Mk

[2]

中間
財

貨物
運輸

[3-1]

rs
MMx 2 rs

TME x

地域1 rs
MMz 地域2 rs

MMz

中間
財

貨物
運輸

[3-2]

rs
MMx 2 rs

TME x

地域1 地域2

[5-1]

rs
Ml

rs
Ml

地域1 地域2

[5-2]

rs
Mk rs

Mk

生産量

[1][1]

合成中間財 s
Mz

s
My

合成生産要素 s
Mcf

[4]

労働 s
Ml労働 s
Ml 資本 s

Mk資本 s
Mk

[2]

中間
財

貨物
運輸

[3-1]

rs
MMx 2 rs

TME x

地域1 rs
MMz 地域2 rs

MMz

中間
財

貨物
運輸

[3-2]

rs
MMx 2 rs

TME x

地域1 地域2

[5-1]

rs
Ml

rs
Ml

地域1 地域2

[5-2]

rs
Mk rs

Mk

 
図-2(a) 企業行動モデルの概要 

 



 6

表-2 企業行動モデルの定式化 
[1] 最 

適 
化 
問 
題 

,
min
s s
M M

s s s s s s
M M M M M M

z cf
p y q z pf cf⎡ ⎤= +⎣ ⎦  

{ } ( ) ( ){ }
11 1

s.t. 1 1

s
M

ss s
MM M

ss
MM

s s s s s s s s
M M M M M M M My z cf

σ
σσ σ
σσγ α β α β

−− −⎡ ⎤
= + − −⎢ ⎥

⎢ ⎥⎣ ⎦
 

需 
要 
関 
数 

1
1

1
s s
M M

s
M

s
M

s
s s sM
M M Mss s

MM M

z y
q

σ σ
σ

σ

α
γ β

−

−

⎛ ⎞
= Ψ⎜ ⎟

⎝ ⎠
，

( )
1

1

11

1

s s
M M

s
M

s
M

s
s s sM

M M Ms
s s M
M M

cf y
pf

σ σ
σ

σ

α

γ β

−

−

⎛ ⎞−
= Ψ⎜ ⎟

⎝ ⎠−
 

ただし， ( )
1 1

1
1

s s
M Mss M

M

s s
s s sM M
M M Ms s

M M

q pf
σ σ

σσα α
β β

− −
⎛ ⎞ ⎛ ⎞

Ψ = + −⎜ ⎟ ⎜ ⎟−⎝ ⎠ ⎝ ⎠
 

財
価

格

1
11 s

Ms s
M Ms

M

p σ

γ
−= Ψ  

ただし， ,s s
M Mz cf ： s 地域合成財企業の合成中間財投入量および合成生産要素投入量， ,s s

M Mq pf ： ,s s
M Mz cf の価格，

, ,s s s
M M Mα β γ ：パラメータ，

s
Mσ ：代替弾力性，

s
My ： s 地域合成財企業の生産量，

s
Mp ：合成財価格． 

[2] 最 
適 
化 
問 
題 

min
rs
MM

s s rs rs
M M MM MM

z r
q z q z= ∑  

{ }
1 1

s.t.

s
MM

s s
MM MM

s
MM

s s rs rs rs
MM MM MM MM MM

r

z z

σ
σ σ
σγ α β

− −⎡ ⎤
= ⎢ ⎥

⎢ ⎥⎣ ⎦
∑   (ただし， 1, 1rs rs

MM MM
r r
α β= =∑ ∑ ) 

需 
要 
関 
数 

1
1

1
s s
MM MM

s
MM

s
MM

rs
rs s sMM
MM MM MMrss rs

MMMM MM

z z
q

σ σ
σ

σ

α
γ β

−

−

⎛ ⎞
= Ψ⎜ ⎟

⎝ ⎠
 

ただし，

1 s
MM

s
MM

rs
s rs MM
MM MM rs

r MM

q
σ

σα
β

−
⎛ ⎞

Ψ = ⎜ ⎟
⎝ ⎠

∑  

財
価
格

1
11 s

MMs s
MM MMs

MM

q σ

γ
−= Ψ  

ただし，
rs
MMz ： s 地域合成財企業の r 地域からの合成中間財(合成財)投入量，

rs
MMq ：

rs
MMz の価格， , ,rs rs s

MM MM MMα β γ ：

パラメータ，
s
MMσ ：代替弾力性，

s
MMz ： s 地域合成財企業の合成中間財投入量水準([1]で決定)， s

MMq ：
s
MMz の価格．

[3] 最 
適 
化 
問 
題 

( )2

,
min
rs rs
MM TM

rs rs r rs r rs
MM MM M MM T TM

x x
q z p x p E x= +  

( ) ( ){ } { }
1 1 1

2s.t. 1 1

rs
TM

rs rs rs
TM TM TM

rs rs
TM TM

rs rs rs rs rs rs rs rs
MM TM TM TM MM TM TM TMz x E x

σ
σ σ σ
σ σγ α β α β

− − −⎡ ⎤
= − − + ⋅⎢ ⎥

⎢ ⎥⎣ ⎦
 

需 
要 
関 
数 

( )
1

1

11

1

rs rs
TM TM

rs
TM

rs
TM

rs
rs rs rsTM
MM TM MMr

rs rs M
TM TM

x z
p

σ σ
σ

σ

α

γ β

−

−

⎛ ⎞−
= Ψ⎜ ⎟

⎝ ⎠−
，

( )
1

12

1
rs rs
TM TM

rs
TM

rs
TM

rs
rs rs rsTM
MM TM MMr

rs rs T
TM TM

x z
pE

σ σ
σ

σ

α

γ β

−

−

⎛ ⎞
= Ψ⎜ ⎟

⎝ ⎠
 

ただし， ( )
1 1

21
1

rs rs
TM TMrs rsTM

TM

r r
rs rs rsM T
TM TM TMrs rs

TM TM

p p
E

σ σ
σ σα α

β β

− −
⎛ ⎞ ⎛ ⎞

Ψ = − +⎜ ⎟ ⎜ ⎟−⎝ ⎠ ⎝ ⎠
 

財
価

格

1
11 rs

TMrs rs
TM TMrs

TM

q σ

γ
−= Ψ  

ただし， ,rs rs
MM TMx x ： s 地域合成財企業の r 地域からの中間財(合成財)投入量と，その輸送のための貨物サービス投

入量， ,r r
M Tp p ： ,rs rs

MM TMx x それぞれの価格， , ,rs rs rs
TM TM TMα β γ ：パラメータ，

rs
TMσ ：代替弾力性，

rs
MMz ： s 地域合成財

企業の r 地域からの合成中間財(合成財)投入量水準([2]で決定)， rs
MMq ：

rs
MMz の価格． 

[4] 最 
適 
化 
問 
題 

,
min
s s
M M

s s s s s s
M M M M M M

l k
pf cf w l r k= +  

{ } ( ) ( ){ }
11 1

s.t. 1 1

s
FM

ss s
FMFM FM

ss
FMFM

s s s s s s s s
M FM LM LM M LM LM Mcf l k

σ
σσ σ
σσγ α β α β

−− −⎡ ⎤
= + − −⎢ ⎥

⎢ ⎥⎣ ⎦
 

需 
要 
関 
数 

1
1

1
s s
FM FM

s
FM

s
FM

s
s s sLM
M FM Mss s

MFM LM

l cf
w

σ σ
σ

σ

α
γ β

−

−

⎛ ⎞
= Ψ⎜ ⎟

⎝ ⎠
，

( )
1

1

11

1

s s
FM FM

s
FM

s
FM

s
s s sLM
M FM Ms

s s M
FM LM

k cf
r

σ σ
σ

σ

α

γ β

−

−

⎛ ⎞−
= Ψ⎜ ⎟

⎝ ⎠−
 

ただし， ( )
1 1

1
1

s s
FM FMss FM

FM

s s
s s sM M
FM LM LMs s

LM LM

w r
σ σ

σσα α
β β

− −
⎛ ⎞ ⎛ ⎞

Ψ = + −⎜ ⎟ ⎜ ⎟−⎝ ⎠ ⎝ ⎠
 

財
価

格

1
11 s

FMs s
M FMs

FM

pf σ

γ
−= Ψ  
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 ただし， ,s s
M Ml k ： s 地域合成財企業の合成労働投入量，合成資本投入量， ,s s

M Mw r ： ,s s
M Ml k のそれぞれの価格，

, ,s s s
LM LM FMα β γ ：パラメータ，

s
FMσ ：代替弾力性，

s
Mcf ： s 地域合成財企業の合成生産要素投入量水準([1]で決定)，

s
Mpf ：

s
Mcf の価格． 

[5] 
-1 

最 
適 
化 
問 
題 

min
s
M

s s rs rs
M M M

l r
w l w l= ∑  

{ }
1 1

s.t.

rs
LM

rs rs
LM LM

rs
LM

s s rs rs rs
M LM LM LM M

r

l l

σ
σ σ
σγ α β

− −⎡ ⎤
= ⎢ ⎥

⎢ ⎥⎣ ⎦
∑  

需 
要 
関 
数 

1
1

1
rs rs
LM LM

rs
LM

rs
LM

rs
rs rs sLM
M LM Mrss rs

LM LM

l l
w

σ σ
σ

σ

α
γ β

−

−

⎛ ⎞
= Ψ ⋅⎜ ⎟

⎝ ⎠
 

ただし，

1 rs
LM

rs
LM

rs
rs rs
LM LM rs

r LM

w
σ

σα
β

−
⎛ ⎞

Ψ = ⎜ ⎟
⎝ ⎠

∑  
財
価

格

1
11 rs

LMs rs
M LMs

LM

w σ

γ
−= Ψ  

ただし，
rs
Ml ： s 地域合成財企業の r 地域からの労働投入量，

rsw ：
rs
Ml の価格， , ,rs rs s

LM LM LMα β γ ：パラメータ，
rs
LMσ ：

代替弾力性，
s
Ml ： s 地域合成財企業の合成労働投入量([4]で決定)， s

Mw ：
s
Ml の価格． 

[5] 
-2 

s 地域合成財企業の r 地域からの資本投入モデル 
：[5]-1 の l を k ， w を r に代えたものと同様である．ここでは詳細は割愛する． 

 
生産量

[1]

合成中間財 s
Tz

s
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合成生産要素 s
Tcf

[4]

労働 1 s
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2E ：効率貨物交通パラメータ
{速達性，荷痛み軽減}

1E ：運輸企業の生産性向上パラメータ
{運輸企業の労働投入節約効果}

2E ：効率貨物交通パラメータ
{速達性，荷痛み軽減}

1E ：運輸企業の生産性向上パラメータ
{運輸企業の労働投入節約効果}

 
図-2(b) 運輸企業行動モデルの概要 
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図-3 家計行動モデルの概要 

 また，家計行動モデルにおいても，交通消費にお

いては効率パラメータを導入し，交通整備による影

響を表現することとした． 
 

５． おわりに 
 
 本研究は，旧来の SCGE モデルにおける CES 関数

とレオンチェフタイプの非代替モデルとの不整合性

に係わる問題を提起し，Barro 型 CES 関数を用いる

ことで統一的モデルを構築できることを示した．そ

の上で SCGE モデルの再構築を行った．本研究で提

示した SCGE モデルによれば，交通整備によって効

率的投入が可能となった交通サービスあるいは交通

時間を人々がどのように投入し，消費するのか，そ

の結果企業の生産費用構造や家計効用水準にどうい

った影響を与えるのかが詳細に捉えられるようにな

ったといえる． 
 現在モデルの提示のみにとどまっているが，今後

数値計算を実行しモデルの挙動を確認した上で，さ

らに実際の地域間道路整備に適用していきたいと考

えている． 
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表-3 家計行動モデルの定式化 
[1] 最 

適 
化 
問 
題 

,
min
s s Z
MH S HZ

s s s s s s
H H MH MH H S H

z l
p U q z w l⎡ ⎤= +⎣ ⎦  

{ } ( ) ( ){ }
11 1

s.t. 1 1

s
MH

ss s
MHMH MH

ss
MHMH

Z

s s s s s s s s
H H MH MH MH MH MH S HU z l

σ
σσ σ
σσγ α β α β

−− −⎡ ⎤
= + − −⎢ ⎥

⎢ ⎥⎣ ⎦
 

需 
要 
関 
数 

1
1

1
s s
MH MH

s
MH

s
MH

s
s s sMH
MH MH Hss s

MHH MH

z U
q

σ σ
σ

σ

α
γ β

−

−

⎛ ⎞
= Ψ⎜ ⎟

⎝ ⎠
，

( )
1

1

11

1

s s
MH MH

s
MH

sZ MH

s
s s sMH
S M MH Hs

s s H
H MH

l U
w

σ σ
σ

σ

α

γ β

−

−

⎛ ⎞−
= Ψ⎜ ⎟

⎝ ⎠−
 

ただし， ( )
1 1

1
1

s s
MH MHss MH

MH

s s
s s sMH H
MH MH MHs s

MH MH

q w
σ σ

σσα α
β β

− −
⎛ ⎞ ⎛ ⎞

Ψ = + −⎜ ⎟ ⎜ ⎟−⎝ ⎠ ⎝ ⎠
 

財 
価 
格 

1
11 s

MHs s
H MHs

H

p σ

γ
−= Ψ  

ただし， ,
Z

s s
MH S Hz l ： s 地域家計の合成財消費量および合成時間(余暇・通勤交通)消費量， ,s s

MH Hq w ： ,
Z

s s
MH S Hz l の価

格， , ,s s s
MH MH Hα β γ ：パラメータ，

s
MHσ ：代替弾力性，

s
HU ： s 地域家計の効用水準，

s
Hp ：

s
Hu の価格． 

[2] 最 
適 
化 
問 
題 

min
rs
MH

s s rs rs
MH MH MH MH

z r
q z q z= ∑  

{ }
1 1

s.t.
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s s rs rs rs
MH MH MH MH MH

r

z z
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σ σ
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− −⎡ ⎤
= ⎢ ⎥

⎢ ⎥⎣ ⎦
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MH MH
r r
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需 
要 
関 
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MH MH MHrss rs

MHMH MH
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σ

σ
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−

−
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σ
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β

−
⎛ ⎞

Ψ = ⎜ ⎟
⎝ ⎠

∑  

財 
価 
格 

1
11 s

MHs s
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MH

q σ

γ
−= Ψ  

ただし，
rs
MHz ： s 地域家計の r 地域からの合成財消費量，

rs
MHq ：

rs
MHz の価格， , ,rs rs s

MH MH MHα β γ ：パラメータ，
s
MHσ ：

代替弾力性，
s
MHz ： s 地域家計の合成財消費量水準([1]で決定)， s

MHq ：
s
MHz の価格． 

[3] 最 
適 
化 
問 
題 

( )2

,
min
rs rs
MH TH

rs rs r rs r rs
MH MH M MH T TH

x x
q z p x p E x= +  

( ) ( ){ } { }
1 1 1

2s.t. 1 1
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rs rs rs
TH TH TH

rs rs
TH TH
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MH TH TH TH MH TH TH THz x E x

σ
σ σ σ
σ σγ α β α β

− − −⎡ ⎤
= − − + ⋅⎢ ⎥

⎢ ⎥⎣ ⎦
 

需 
要 
関 
数 

( )
1

1

11

1

rs rs
TH TH

rs
TH

rs
TH

rs
rs rs rsTH
MH TH MHr

rs rs M
TH TH

x z
p

σ σ
σ

σ

α

γ β

−

−

⎛ ⎞−
= Ψ⎜ ⎟

⎝ ⎠−
，

( )
1
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1
rs rs
TH TH

rs
TH

rs
TH

rs
rs rs rsTH
MH TH MHr

rs rs T
TH TH
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σ σ
σ

σ

α
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−

−

⎛ ⎞
= Ψ⎜ ⎟

⎝ ⎠
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1
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TH THrs rsTH

TH

r r
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TH TH

p p
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σ σ
σ σα α
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⎛ ⎞ ⎛ ⎞

Ψ = − +⎜ ⎟ ⎜ ⎟−⎝ ⎠ ⎝ ⎠
 

財 
価 
格 

1
11 rs

THrs rs
TH THrs

TH

q σ

γ
−= Ψ  

ただし， ,rs rs
MH THx x ： s 地域家計の r 地域からの合成財消費量と，その輸送のための貨物サービス投入量， ,r r

M Tp p ：

,rs rs
MH THx x それぞれの価格， , ,rs rs rs

TH TH THα β γ ：パラメータ，
rs
THσ ：代替弾力性，

rs
MHz ： s 地域家計の r 地域からの合成

財消費量水準([2]で決定)， rs
MHq ：

rs
MHz の価格． 

[4] 最 
適 
化 
問 
題 

min
sZ Z
S HZ

s s rs rs
H S H H S H

l r

w l w l= ∑  

{ }
1 1

s.t.

s
SH

s s
SH SH

s
SH

Z Z

rs s rs rs rs
S H SH SH SH S H

r
l l

σ
σ σ
σγ α β

− −⎡ ⎤
= ⎢ ⎥

⎢ ⎥⎣ ⎦
∑   (ただし， 1, 1rs rs

SH SH
r r

α β= =∑ ∑ ) 

需 
要 
関 
数 

1
1

1
s s
SH SH

s
SH

sZ ZSH

rs
rs s sSH
S H SH S Hrss rs

HSH SH

l l
w

σ σ
σ

σ

α
γ β

−

−

⎛ ⎞
= Ψ⎜ ⎟

⎝ ⎠
 

ただし，

1 s
SH

s
SH

rs
s rs H
SH SH rs

r SH

w
σ

σα
β

−
⎛ ⎞

Ψ = ⎜ ⎟
⎝ ⎠

∑  
財 
価 
格 

1
11 s

SHs s
H SHs

SH

w σ

γ
−= Ψ  
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ただし，
Z

rs
S Hl ： r 地域勤務の s 地域家計の合成時間消費量，

s
Hw ：

Z

rs
S Hl の価格， , ,rs rs rs

SH SH SHα β γ ：パラメータ，
rs
SHσ ：

代替弾力性，
Z

s
S Hl ： s 地域家計の合成時間消費量水準([1]で決定)， s

Hw ：
Z

s
S Hl の価格． 

[5] 最 
適 
化 
問 
題 

,
min

rs rsZ C C
SH T HC

rs rs rs rs rs rs
H S H SH T H T H

l z
w l w l q z= +  

{ } ( ) ( ){ }
11 1

s.t. 1 1

s
SH

ss s
SHSH SH

ss
SHSH

Z C

rs rs rs rs rs rs rs rs
S H SH SH SH SH SH SH T Hl l z

σ
σσ σ
σσγ α β α β

−− −⎡ ⎤
= + − −⎢ ⎥

⎢ ⎥⎣ ⎦
 

需 
要 
関 
数 

1
1

1
rs rs
SH SH

rs
SH

s ZSH

rs
rs rs rsSH
SH SH S Hrsrs rs

SH SH

l l
w

σ σ
σ

σ

α
γ β

−

−

⎛ ⎞
= Ψ⎜ ⎟

⎝ ⎠
，

( )
1

1

11

1

rs rsSH SH
rs
SH

sC ZSH
C

rs
rs rs rsSH
T H SH S Hrs

rs rs T H
SH SH

z l
q

σ σ
σ

σ

α

γ β

−

−

⎛ ⎞−
= Ψ⎜ ⎟⎜ ⎟

− ⎝ ⎠
 

ただし， ( )
11

1
1

rsrs SHSH rsrs SH CSH

rsrs
T Hrs rs rs

SH SH SHrs rs
SH SH

qw
σσ

σσα α
β β

−− ⎛ ⎞⎛ ⎞
Ψ = + − ⎜ ⎟⎜ ⎟ ⎜ ⎟−⎝ ⎠ ⎝ ⎠

 
財 
価 
格 

1
11 rs

SHrs rs
H SHrs

SH

w σ

γ
−= Ψ  

ただし， ,
C

rs rs
SH T Hl z ： r 地域勤務の s 地域家計の余暇消費量，合成通勤交通消費量， ,

C

rs rs
T Hw q ： ,

C

rs rs
SH T Hl z のそれぞれ

の価格， , ,rs rs rs
SH SH SHα β γ ：パラメータ，

rs
SHσ ：代替弾力性，

Z

rs
S Hl ： r 地域勤務の s 地域家計の合成時間消費量水準([4]

で決定)， rs
Hw ：

Z

rs
S Hl の価格． 

[6] 
最 
適 
化 
問 
題 

( ) ( )3 4

,
min

rs rsC C C C
T H T HC C

rs rs r rs rs rs
T H T H T T H T H

x l
q z p E x w E l= +  

{ } ( ) ( ){ }
11 1

3 4s.t. 1 1

rs
T HC

rsrs rs
T HT H C T HC C

rsrs
T HT H CC

C C C C C C C C

rs rs rs rs rs rs rs rs
T H T H T H T H T H T H T H T Hz E x E l

σ
σσ σ
σσγ α β α β

−− −⎡ ⎤
⎢ ⎥= + − −
⎢ ⎥⎣ ⎦

 

 

{ }
1

13

1
rsrs
T HT H CC

rs
T HC C

rsC C CT HC

C C

rs
T Hrs rs rs

T H T H T Hr
rs rs T
T H T H

x z
pE

σσ

σ

σ

α

γ β

−

−

⎛ ⎞
= Ψ⎜ ⎟⎜ ⎟

⎝ ⎠
， 

( ){ }
1

1
4

11

1

rsrs
T HT H CC

rs
T HC C

rsC C CT HC

C C

rs
T Hrs rs rs

T H T H T Hrs
rs rs
T H T H

l z
wE

σσ

σ

σ

α

γ β

−

−

⎛ ⎞−
= Ψ⎜ ⎟⎜ ⎟

⎝ ⎠−
 

ただし， ( )
1 1

1
1

rs rs
T H T HC C

rs
rs TMTM

C

C C

r rs
rs rs rsT
T H TM TMrs rs

T H T H

p w
σ σ

σσα α
β β

− −
⎛ ⎞ ⎛ ⎞

Ψ = + −⎜ ⎟ ⎜ ⎟⎜ ⎟ ⎜ ⎟−⎝ ⎠ ⎝ ⎠
 

財 
価 
格 

1
11 rs

T HC

C C

C

rs rs
T H T Hrs

T H

q σ

γ
−= Ψ  

ただし， ,
C C

rs rs
T H T Hx l ： r 地域勤務の s 地域家計の通勤交通に係わる旅客運輸サービス消費量，通勤時間投入量，

,r rs
Tp w ： ,

C C

rs rs
T H T Hx l の価格， , ,

C C C

rs rs s
T H T H T Hα β γ ：パラメータ，

C

rs
T Hσ ：代替弾力性，

C

rs
T Hz ： r 地域勤務の s 地域家計の

合成通勤交通消費量水準([5]で決定)，
C

rs
T Hq ：

C

rs
T Hz の価格． 
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